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　  　  財務諸表

　貸借対照表
（単位：百万円）

科　　目 平成31年3月末 令和2年3月末 科　　目 平成31年3月末 令和2年3月末
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
現 金 3,836 6,637 貯 金 7,813,138 7,962,914
預 け 金 4,355,498 4,495,391 当 座 貯 金 9,304 19,161
系 統 預 け 金 4,355,498 4,495,391 普 通 貯 金 11,283 12,153

金 銭 の 信 託 188,451 208,617 貯 蓄 貯 金 39 40
有 価 証 券 3,178,826 3,139,312 通 知 貯 金 1 1
国 債 2,053,460 1,840,396 別 段 貯 金 755 2,349
地 方 債 175,590 173,146 定 期 貯 金 7,791,720 7,929,196
社 債 134,132 123,195 定 期 積 金 33 10
外 国 証 券 33,697 33,594 譲 渡 性 貯 金 1,500 2,300
株 式 15,149 14,261 借 用 金 175,185 167,800
受 益 証 券 766,795 954,717 そ の 他 負 債 56,923 57,115
貸 出 金 544,777 538,223 未 払 法 人 税 等 1,827 451
手 形 貸 付 8,502 7,292 貯金利子諸税その他 75 63
証 書 貸 付 394,424 388,814 従 業 員 預 り 金 511 500
当 座 貸 越 23,512 23,200 金 融 派 生 商 品 770 532
金 融 機 関 貸 付 118,338 118,917 仮 受 金 7,974 8,888

そ の 他 資 産 10,131 11,037 リ ー ス 債 務 53 326
従 業 員 貸 付 金 122 116 資 産 除 去 債 務 115 118
差 入 保 証 金 1,165 1,165 そ の 他 の 負 債 6 6
金 融 派 生 商 品 770 532 未 払 費 用 45,553 46,203
仮 払 金 1,286 1,097 前 受 収 益 7 12
そ の 他 の 資 産 161 1,869 未 決 済 為 替 借 28 12
未 収 収 益 6,558 6,226 諸 引 当 金 16,016 15,881
未 決 済 為 替 貸 66 29 相互援助積立金 12,624 12,624

有 形 固 定 資 産 2,657 2,822 賞 与 引 当 金 168 161
建 物 2,012 1,876 退職給付引当金 2,703 2,567
土 地 519 519 役員退職慰労引当金 54 69
リ ー ス 資 産 65 365 環境対策引当金 71 71
その他の有形固定資産 60 61 特例業務負担金引当金 393 386

無 形 固 定 資 産 417 477 繰 延 税 金 負 債 45,675 35,039
ソ フ ト ウ ェ ア 410 471 債 務 保 証 6,902 4,439
その他の無形固定資産 7 6 負 債 の 部 合 計 8,115,341 8,245,490

外 部 出 資 312,983 312,983 （純資産の部）
系 統 出 資 312,585 312,585 出 資 金 209,402 220,402
系 統 外 出 資 297 297 （うち後配出資金） （155,000） （166,000）
子 会 社 等 出 資 100 100 再 評 価 積 立 金 0 0
債 務 保 証 見 返 6,902 4,439 利 益 剰 余 金 154,797 157,391
貸 倒 引 当 金 △       2,954 △      2,492 利 益 準 備 金 58,684 61,384

その他利益剰余金 96,113 96,007
リスク対策積立金 14,800 14,800
特 別 積 立 金 56,794 56,794
当期未処分剰余金 24,519 24,413
（うち当期剰余金） （13,113） （9,255）

会 員 資 本 合 計 364,200 377,794
その他有価証券評価差額金 121,986 94,167
評価・換算差額等合計 121,986 94,167
純資産の部合計 486,186 471,962

資 産 の 部 合 計 8,601,528 8,717,452 負債及び純資産の部合計 8,601,528 8,717,452



資
料
編
（
経
営
状
況
に
関
す
る
事
項
）

5555

　損益計算書
（単位：百万円）

科　　　目 平成30年度 令和元年度
経 常 収 益 79,304 72,814
資 金 運 用 収 益 64,795 58,585
貸 出 金 利 息 8,102 4,639
預 け 金 利 息 415 415
有 価 証 券 利 息 配 当 金 22,706 23,831
コ ー ル ロ ー ン 利 息 0 －
そ の 他 受 入 利 息 33,570 29,699
（ う ち 受 取 奨 励 金 ） （30,256） （27,536）
（ う ち 受 取 特 別 配 当 金 ） （3,313） （2,161）
役 務 取 引 等 収 益 4,134 4,184
受 入 為 替 手 数 料 46 44
そ の 他 の 受 入 手 数 料 4,087 4,139
そ の 他 事 業 収 益 2,144 4,999
国 債 等 債 券 売 却 益 713 －
金 融 派 生 商 品 収 益 － 0
そ の 他 の 事 業 収 益 1,430 4,999
そ の 他 経 常 収 益 8,230 5,044
償 却 債 権 取 立 益 0 1
株 式 等 売 却 益 4,875 941
金 銭 の 信 託 運 用 益 3,291 4,014
そ の 他 の 経 常 収 益 62 88

経 常 費 用 62,249 62,260
資 金 調 達 費 用 50,721 51,400
貯 金 利 息 12,423 6,616
譲 渡 性 貯 金 利 息 0 0
借 用 金 利 息 646 537
そ の 他 支 払 利 息 37,649 44,246
（ う ち 支 払 奨 励 金 ） （37,643） （44,233）
役 務 取 引 等 費 用 3,000 3,019
支 払 為 替 手 数 料 4 4
そ の 他 の 支 払 手 数 料 2,995 3,014
そ の 他 の 役 務 取 引 等 費 用 0 0
そ の 他 事 業 費 用 702 530
支 払 助 成 金 702 530
経 費 6,863 6,537
人 件 費 2,820 2,653
物 件 費 3,867 3,712
税 金 176 172
そ の 他 経 常 費 用 961 772
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 17 601
相 互 援 助 積 立 金 繰 入 額 846 －
株 式 等 売 却 損 74 54
金 銭 の 信 託 運 用 損 6 21
そ の 他 の 経 常 費 用 16 95

経 常 利 益 17,055 10,553
特 別 利 益 194 －
固 定 資 産 処 分 益 194 －
特 別 損 失 395 2
固 定 資 産 処 分 損 2 2
特 例 業 務 負 担 金 引 当 金 繰 入 額 393 －
税 引 前 当 期 利 益 16,853 10,551
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,874 1,225
法 人 税 等 調 整 額 △       134 69
法 人 税 等 合 計 3,739 1,295
当 期 剰 余 金 13,113 9,255
当 期 首 繰 越 剰 余 金 11,405 15,157
当 期 未 処 分 剰 余 金 24,519 24,413
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　剰余金処分計算書
（単位：百万円）

科　　　目 平成30年度 令和元年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 24,519 24,413
剰 余 金 処 分 額 9,361 8,306
利 益 準 備 金 2,700 2,000
任 意 積 立 金 － －
普 通 出 資 配 当 金（ 配 当 率 ） 1,904（3.50％） 1,904（3.50％）
後 配 出 資 配 当 金（ 配 当 率 ） 1,444（1.00％） 1,554（1.00％）
事 業 分 量 配 当 金 3,313 2,847
次 期 繰 越 剰 余 金 15,157 16,106

　  財務諸表
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1 　重要な会計方針に関する事項
⑴　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「0」で表示しています。
⑵　有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準および評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおりです。
ア　売買目的有価証券 … 時価法（売却原価は移動平均法により算定）
イ　子会社株式および関連会社株式 … 原価法（売却原価は移動平均法により算定）
ウ　その他有価証券
　ア�　時価のあるもの … 原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

　イ�　時価を把握することが極めて困難と認められるもの … 原価法（売却原価は移動平均法により算定）
なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められる部分については、償却原価法による取得価額の修正を行って

います。
⑶　金銭の信託の評価基準および評価方法は、上記⑵の有価証券と同様の方法であり、信託の契約単位ごとに信託財産の構成物である
資産および負債の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上しています。
⑷　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
⑸　有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法）を採用し、資産から直接減額して計上し
ています。
また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　建　　物　　7年～50年
　　そ の 他　　3年～45年

⑹　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しています。そのうち自社利用ソフトウェアについては、当会における利用可能期
間（5年）に基づいて償却しています。
⑺　所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる「有形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定
額法により償却しています。なお、残存価額については、零としています。
⑻　外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しています。
⑼　貸倒引当金は、資産の償却および引当要領により、次のとおり計上しています。
正常先債権および要注意先債権（要管理債権を含む。）に相当する債権については、貸倒実績率等に基づき算定した額を計上してい
ます。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残
額のうち必要と認める額を引き当てています。
破綻先債権および実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額
を控除した残額を引き当てています。
すべての債権は、資産自己査定規程に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果
を監査しています。
⑽　相互援助積立金は、ＪＡバンクの信用向上に資することを目的として、愛知県ＪＡバンク支援制度要領に基づき、必要額を積み立
てております。
⑾　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属する額を計上していま
す。
⑿　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込額に基づき、必要額を計上しています。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっています。
また、過去勤務費用および数理計算上の差異の費用処理方法は、発生年度における一括処理としています。

⒀　役員退職慰労引当金は、役員の退任給与の支給に備えるため、役員退職慰労金引当規程に基づき、当年度末要支給見積額を計上し
ています。
⒁　環境対策引当金は、ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理費用の支出に備えるため、処理費用および収集運搬費用の見積額を
計上しています。
⒂　特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済組合により通知される特例業務負担金の将来負担見込額に基づき計上しています。
（追加情報）
従来、特例業務負担金については、将来見込額を注記する方法によっておりましたが、将来負担額の確定性が高まったことから、
財務内容をより健全化するため、当年度より特例業務負担金引当金として負債に計上する方法に変更しております。
これにより、従来の方法によった場合と比較して、税引前当期利益が393百万円減少しております。

⒃　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っています。ただし、固定資産にかかわる控除対象外消費税等は当年度
の費用に計上しています。

（追加情報）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を当事業年度から適用しています。

2 　貸借対照表に関する事項
⑴　有形固定資産の減価償却累計額は、3,719百万円です。
⑵　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として自動車等があり、未経過リース料年
度末残高相当額は、次のとおりです。

1年以内 1年超 合　計
オペレーティング・リース 22百万円 11百万円 33百万円

⑶　内国為替決済の取引の担保および先物取引証拠金等の代用として、預け金60,000百万円、有価証券1,018百万円および差入保証金6
百万円を提供しています。

　注記表
平成 30 年度



資
料
編
（
経
営
状
況
に
関
す
る
事
項
）

58

　  

⑷　無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に合計8,154百万円含まれております。
⑸　子会社等に対する金銭債権はありません。
⑹　子会社等に対する金銭債務の総額は666百万円です。
⑺　経営管理委員、理事および監事に対する金銭債権はありません。
⑻　経営管理委員、理事および監事に対する金銭債務はありません。
⑼　貸出金のうち、破綻先債権額は1,070百万円、延滞債権額は1,047百万円です。
なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立て

または弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出
金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号イからホまでに掲げる事由または同項第4号に規
定する事由が生じている貸出金です。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利

息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金です。
⑽　貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額はありません。
なお、3カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権およ

び延滞債権に該当しないものです。
⑾　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,881百万円です。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および3カ月以上延滞債権に該当しないも
のです。

⑿　破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額および貸出条件緩和債権額の合計額は4,999百万円です。
なお、⑼から⑿に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

⒀　割引手形は、業種別監査委員会報告第24号に基づき、金融取引として処理しています。これにより受け入れた商業手形は、自由に
処分できる権利を有していますが、当年度末の残高はありません。

⒁　当座貸越契約および貸付金にかかるコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され
た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約です。
これらの契約にかかる融資未実行残高は、86,004百万円です。

⒂　貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨および債務者が実質破綻状態と認定された場合には後配出資へ強制転換
される旨の特約が付された劣後特約付貸出金83,824百万円が含まれています。

⒃　借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金55,000百万円が含まれています。

3 　損益計算書に関する事項
⑴　子会社等との取引による収益総額	 3百万円
　うち事業取引高	 3百万円

⑵　子会社等との取引による費用総額	 225百万円
　うち事業取引高	 225百万円

4 　金融商品に関する事項
⑴　金融商品の状況に関する事項
ア　金融商品に対する取組方針
当会は、愛知県を事業区域として、地元のＪＡ等が会員となって運営されている相互扶助型の農業専門金融機関であり、地域経

済の活性化に資する地域金融機関です。
ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域へ貸し付け、その残りを当会が預かる仕組みとなってい

ます。
当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや農業に関連する企業・団体および、県内の地場企業や団体、地方公共団

体などに貸付を行っています。
また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券による運用を行って

います。
イ　金融商品の内容およびそのリスク
当会が保有する金融資産は、主として県内の取引先および個人に対する貸出金および有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不

履行によってもたらされる信用リスクにさらされています。
また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、純投資目的（その他目的）で保有しています。
これらは、それぞれ発行体の信用リスクおよび金利の変動リスク、市場価格の変動リスクにさらされています。
なお、デリバティブ取引には、金利スワップ取引があり、金利の変動リスクにさらされています。
借用金には、自己資本増強の一環として、会員である地元のＪＡから借り入れた永久劣後特約付借入金が含まれています。
劣後特約付借入金は、債務返済の履行が他の債務よりも後順位である旨の特約が付された無担保・無保証の借入金であり、自己

資本比率の算出において適格旧資本調達手段として経過措置により自己資本への計上が認められているものです。

　  財務諸表
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ウ　金融商品にかかるリスク管理体制
　ア　信用リスクの管理

当会は、リスク管理方針および信用リスク管理規程に基づき、信用リスクの管理を行っています。
貸出金については、個別案件ごとの与信審査の実施、与信限度額、信用格付、保証や担保の設定、信用情報の管理、問題債権

への対応などを行っています。
これらの与信管理については、食農法人営業部および業務部のほかリスク統括部により行われています。
また、与信管理の状況については、リスク統括部が定期的にモニタリングを実施し、資金運用リスク管理委員会、統合リス

ク・財務統括委員会および理事会へ報告しています。
有価証券の発行体の信用リスクについては、リスク統括部において、格付や時価を把握することで管理を行い、資金運用リス

ク管理委員会へ報告しています。
　イ　市場リスクの管理
　　ａ　金利リスクの管理

当会は、リスク管理方針および市場リスク管理規程に基づき、ＡＬＭにより金利リスクの管理を行っています。
また、資産・負債を総合的に管理し、運用方針などを策定するＡＬＭ委員会を設置し、金利リスクの把握・分析および対応

策の協議を行っています。
なお、財務企画部において、資産・負債の金利や期間を総合的に把握し、シミュレーション分析等を行い、ＡＬＭ委員会へ

報告しています。
　　ｂ　為替リスクの管理

当会は、リスク管理方針および市場リスク管理規程に基づき、為替レートや個別の案件ごとの時価等を把握することで、為
替リスクの管理を行っています。

　　ｃ　価格変動リスクの管理
当会は、リスク管理方針および市場リスク管理規程に基づき、価格変動リスクの管理を行っています。
有価証券等の運用については、余裕金運用規程に従い、理事会で承認された運用方針に基づき行っています。
また、利用限度枠等を設定し、運用状況の継続的なモニタリングを通じ、価格変動リスクの軽減を図っています。
なお、価格変動リスクの状況については、有価証券等の運用商品の時価等により把握し、利用限度枠等の運用状況ととも

に、リスク統括部から資金運用リスク管理委員会、統合リスク・財務統括委員会および理事会へ報告しています。
　　ｄ　デリバティブ取引

デリバティブ取引に関しては、取引の執行と事務管理に関する部門をそれぞれ分離し、内部けん制を確立した中で行ってお
ります。

　　ｅ　市場リスクにかかる定量的情報
当会で保有している金融商品は、すべてトレーディング目的以外の金融商品です。
当会において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「貸出金」、「有価証券」の

その他有価証券に分類される債券、「貯金」、「借用金」、「デリバティブ取引」のうち金利スワップ取引です。
当会では、これらの金融資産および金融負債について、期末後1年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動

額を、金利の変動リスクの管理に当たっての定量的分析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当年度末現在、指標となる金利が0.20％上昇したものと想定した場

合には、経済価値が39,782百万円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　ウ　流動性リスクの管理
当会は、リスク管理方針および流動性リスク管理規程に基づき、適時に資金管理を行うほか、市場環境を考慮した長短の調達

バランス調整などによって、流動性リスクを管理しています。
エ　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む。）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額（これに準ずる価額を含む。）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前
提条件等によった場合、当該価額が異なる場合もあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
ア　金融商品の貸借対照表計上額および時価等
当年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりです。
なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含めず下記ウに記載しています。

注　1　貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しています。
　　2　貸出金には、貸借対照表上のその他資産に計上している従業員貸付金122百万円を含めています。
　　3　貯金には、貸借対照表上の譲渡性貯金1,500百万円を含めています。
　　4�　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、 

（ ）で表示しています。
イ　金融商品の時価の算定方法
　ア　資産
　　ａ　預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。
満期のある預け金については、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップ

レートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
　　ｂ　金銭の信託

信託財産を構成している貸出金や有価証券の時価は、下記ｃおよびｄと同様の方法により評価しています。
　　ｃ　有価証券

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっています。また、投資信託につ
いては、公表されている基準価格によっています。

　　ｄ　貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな

い限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定
しています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円

Libor・スワップレートで割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等については、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額とし

ています。
　イ　負債
　　ａ　貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金の時価
は、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を
時価に代わる金額として算定しています。

　　ｂ　借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当会の信用状態は、実行後大きく異なっていな

いことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。
一方、固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・

スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
　ウ　デリバティブ取引

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）であり、割引現在価値により算出した価額によっています。

� （単位：百万円）

項　　　目 貸借対照表計上額 時　価 差　額
預け金
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託
　その他目的の金銭の信託
有価証券
　その他有価証券
貸出金
　貸倒引当金
　貸倒引当金控除後

4,355,498
188,451
4,993

183,458
3,178,826
3,178,826
544,900

△　　2,926
541,973

4,355,685
188,451
4,993

183,458
3,178,826
3,178,826

548,321

　　  186
－
－
－
－
－

6,347
資　産　計 8,264,750 8,271,284 6,534

貯金
借用金

7,814,638
175,185

7,821,303
175,185

6,664
　　　0

負　債　計 7,989,823 7,996,489 6,665
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないもの （0） （0） －

デリバティブ取引計 （0） （0） －

　  財務諸表
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ウ�　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは上記アの金融商品の時価情報には含まれ
ていません。

貸借対照表計上額
外部出資 312,983百万円
注�　外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開
示の対象としていません。

エ　金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
　　

　　注�　1　�貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く。）3,379百万円については「1年以内」に含めています。�  
また、期限のない劣後特約付貸出金83,824百万円については「5年超」に含めています。

　　　　2�　貸出金のうち、3カ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等1,276百万円は償還の予定が見込まれないため、含め
ていません。

オ　借用金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
　　

　　注�　1　貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。
　　　　2　借用金のうち、期限のない劣後特約付借入金55,000百万円については「5年超」に含めています。

5 　有価証券に関する事項
⑴　有価証券の時価および評価差額等に関する事項は、次のとおりです。
ア　売買目的有価証券
売買目的有価証券は、保有していません。

イ　その他有価証券
その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価およびこれらの差額については、次のとおりです。

注�　上記差額合計から繰延税金負債46,292百万円を差し引いた額120,287百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれて
います。

⑵　当年度中に売却したその他有価証券は、次のとおりです。
項　目 売却額 売却益 売却損

債券
その他

167,316百万円
12,560百万円

708百万円
4,867百万円

－百万円
－百万円

合　計 179,877百万円 5,576百万円 －百万円

（単位：百万円）

項　目 1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

預け金
有価証券
　�その他有価証券のうち満期
があるもの

貸出金

4,355,498
206,231
206,231

87,289

－
375,769
375,769

91,343

－
159,183
159,183

83,932

－
314,664
314,664

55,314

－
474,160
474,160

57,465

－
1,390,593
1,390,593

168,155
合　計 4,649,019 467,112 243,116 369,979 531,625 1,558,749

（単位：百万円）

項　目 1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

貯金
譲渡性貯金
借用金

7,792,288
1,500
10,985

11,810
－

40,400

2,620
－

51,600

4,162
－

17,200

1,625
－
－

631
－

55,000
合　計 7,804,773 52,210 54,220 21,362 1,625 55,631

（単位：百万円）

項　目 種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
　その他
その他

15,149
2,396,655
2,053,460
175,364
134,132
33,697
610,246

2,937
2,300,161
1,967,579
169,822
129,258
33,500
548,110

12,212
96,494
85,880
5,542
4,874
197

62,136
小計 3,022,051 2,851,209 170,842

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
　その他
その他

－
225
－
225

� －
－

156,548

 －
225
－
225
－
－

160,810

－
△� 0

－
△� 0

－
－

△� 4,261
小計 156,774 161,036 △� 4,261

合　計 3,178,826 3,012,245 166,580
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6 　金銭の信託に関する事項
金銭の信託の保有目的区分別の内訳は、次のとおりです。

⑴　運用目的の金銭の信託
貸借対照表計上額 4,993百万円
当年度の損益に含まれた評価差額 －百万円

⑵　その他の金銭の信託

項　目 貸借対照表
計　上　額 取得原価 差額 うち貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
うち貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

その他の
金銭の信託 183,458百万円 181,106百万円 2,352百万円 2,719百万円 △　367百万円

注　1�　上記差額合計から繰延税金負債653百万円を差し引いた額1,698百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。
　　2�　「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」、「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差

額」の内訳です。

7 　退職給付に関する事項
⑴　退職給付
ア　採用している退職給付制度の概要
当会では、確定給付型の制度として退職一時金制度（非積立型制度）を設けており、退職給付として給与と勤務期間に基づいた

一時金を支給しています。
当会が有する退職一時金制度は、原則法により退職給付引当金および退職給付費用を計算しています。

イ　確定給付制度
　ア　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　　　期首における退職給付債務	 2,703百万円　
　　　勤務費用	 190百万円　
　　　利息費用	 6百万円　
　　　数理計算上の差異の当期発生額	 5百万円　
　　　退職給付の支払額	 192百万円　
　　　期末における退職給付債務	 2,703百万円　
　イ　退職給付に関連する損益
　　　勤務費用	 190百万円　
　　　利息費用	 6百万円　
　　　数理計算上の差異の当期の費用処理額	 5百万円　
　　　確定給付制度にかかる退職給付費用	 192百万円　
　ウ　数理計算上の基礎計算に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しています）
　割引率　　0.15％

⑵　人件費には、「厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する
等の法律」附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出し
た特例業務負担金を含めて計上しています。
なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、32百万円となっています。
また、存続組合より示された平成31年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は、393百万円となってい

ます。

△
△

△

　  財務諸表
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8 　税効果会計に関する事項
⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等
（繰延税金資産の内訳）
　　相互援助積立金超過額	 3,508百万円　
　　退職給付引当金超過額	 751百万円　
　　貸倒引当金超過額	 262百万円　
　　未払事業税・事業所税	 248百万円　
　　特例業務負担金繰入否認額	 109百万円　
　　減価償却損金算入限度超過額	 71百万円　
　　賞与引当金超過額	 46百万円　
　　その他	 95百万円　
　　　　　　　　　　　　　小計	 5,093百万円　
　　　評価性引当額	 3,819百万円　
　　　　　　　繰延税金資産計　　　　　　A	 1,274百万円　
（繰延税金負債の内訳）
　　その他有価証券評価差額金	 46,946百万円　
　　その他	 3百万円　
　　　　　　　繰延税金負債計　　　　　　B	 46,950百万円　
　　　　　繰延税金負債の純額　　　　A＋B	 45,675百万円　

⑵　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
　法定実効税率	 27.68％　
　（調整）
　　事業分量配当金	 5.44％　
　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目	 1.60％　
　　評価性引当額の増減	 1.44％　
　　交際費等永久に損金に算入されない項目	 0.08％　
　　その他	 0.03％　
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率	 22.19％　

△

△
△
△
△

△
△
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1 　重要な会計方針に関する事項
⑴　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「0」で表示しています。
⑵　有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準および評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおりです。
ア　売買目的有価証券 … 時価法（売却原価は移動平均法により算定）
イ　子会社株式および関連会社株式 … 原価法（売却原価は移動平均法により算定）
ウ　その他有価証券
　ア�　時価のあるもの … 原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

　イ　時価を把握することが極めて困難と認められるもの … 原価法（売却原価は移動平均法により算定）
なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められる部分については、償却原価法による取得価額の修正を行って

います。
⑶　金銭の信託の評価基準および評価方法は、上記⑵の有価証券と同様の方法であり、信託の契約単位ごとに信託財産の構成物である
資産および負債の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上しています。

⑷　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
⑸　有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法）を採用し、資産から直接減額して計上し
ています。
また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　建　　物　　7年～50年
　　そ の 他　　3年～45年

⑹　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しています。そのうち自社利用ソフトウェアについては、当会における利用可能期
間（5年）に基づいて償却しています。

⑺　所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる「有形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定
額法により償却しています。なお、残存価額については、零としています。

⑻　外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しています。
⑼　貸倒引当金は、資産の償却および引当要領により、次のとおり計上しています。
　　正常先債権および要注意先債権（要管理債権を含む。）に相当する債権については、将来発生が見込まれる損失額を見込んで計上し
ており、損失額は、3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見
込み等必要な修正を加えて算定しています。

　　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残
額のうち必要と認める額を引き当てています。

　　破綻先債権および実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額
を控除した残額を引き当てています。

　　すべての債権は、資産自己査定規程に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果
を監査しています。

⑽　相互援助積立金は、ＪＡバンクの信用向上に資することを目的として、愛知県ＪＡバンク支援制度要領に基づき、必要額を積み立
てております。

⑾　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属する額を計上していま
す。

⑿　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込額に基づき、必要額を計上しています。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっています。
また、過去勤務費用および数理計算上の差異の費用処理方法は、発生年度における一括処理としています。

⒀　役員退職慰労引当金は、役員の退任給与の支給に備えるため、役員退職慰労金引当規程に基づき、当年度末要支給見積額を計上し
ています。

⒁　環境対策引当金は、ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理費用の支出に備えるため、処理費用および収集運搬費用の見積額を
計上しています。

⒂　特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済組合に対して支払う特例業務負担金の支出に充てるため、当年度末における特例
業務負担金の将来負担見込額に基づき計上しています。

⒃　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っています。ただし、固定資産にかかわる控除対象外消費税等は当年度
の費用に計上しています。

2 　会計上の見積りの変更に関する事項
特例業務負担金引当金は、従来、農林漁業団体職員共済組合より通知された特例業務負担金の将来負担見込額を計上していました

が、当年度より当会の標準報酬月額等の固有の状況や負担率変動の可能性等の実態をより適切に反映させることが可能となったことか
ら、特例業務負担金の将来負担見込額に基づく方法に変更しています。
これにより、従来の方法と比べて、当年度の人件費が9百万円増加し、経常利益、税引前当期利益が同額減少しています。

3 　貸借対照表に関する事項
⑴　有形固定資産の減価償却累計額は、3,826百万円です。
⑵　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として自動車等があり、未経過リース料年
度末残高相当額は、次のとおりです。

1年以内 1年超 合　計
オペレーティング・リース 14百万円 14百万円 29百万円

⑶　内国為替決済の取引の担保および先物取引証拠金等の代用として、預け金60,000百万円、有価証券1,003百万円および差入保証金6
百万円を提供しています。

　  財務諸表
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⑷　無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に合計22,299百万円含まれています。また、信託
契約により信託している有価証券が、国債に合計10,286百万円含まれています。
⑸　子会社等に対する金銭債権はありません。
⑹　子会社等に対する金銭債務の総額は1,350百万円です。
⑺　経営管理委員、理事および監事に対する金銭債権はありません。
⑻　経営管理委員、理事および監事に対する金銭債務はありません。
⑼　貸出金のうち、破綻先債権額は15百万円、延滞債権額は1,159百万円です。
なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立て
または弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出
金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号イからホまでに掲げる事由または同項第4号に規
定する事由が生じている貸出金です。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利
息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金です。
⑽　貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額はありません。
なお、3カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権およ
び延滞債権に該当しないものです。
⑾　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,831百万円です。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および3カ月以上延滞債権に該当しないも
のです。
⑿　破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額および貸出条件緩和債権額の合計額は4,005百万円です。
なお、⑼から⑿に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

⒀　割引手形は、業種別監査委員会報告第24号に基づき、金融取引として処理しています。これにより受け入れた商業手形は、自由に
処分できる権利を有していますが、当年度末の残高はありません。
⒁　当座貸越契約および貸付金にかかるコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され
た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約です。
これらの契約にかかる融資未実行残高は、79,719百万円です。

⒂　貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨および債務者が実質破綻状態と認定された場合には後配出資へ強制転換
される旨の特約が付された劣後特約付貸出金83,824百万円が含まれています。
⒃　借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金44,000百万円が含まれています。

4 　損益計算書に関する事項
⑴　子会社等との取引による収益総額	 2百万円
　うち事業取引高	 2百万円

⑵　子会社等との取引による費用総額	 226百万円
　うち事業取引高	 226百万円

5 　金融商品に関する事項
⑴　金融商品の状況に関する事項
ア　金融商品に対する取組方針
当会は、愛知県を事業区域として、地元のＪＡ等が会員となって運営されている相互扶助型の農業専門金融機関であり、地域経

済の活性化に資する地域金融機関です。
ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域へ貸し付け、その残りを当会が預かる仕組みとなってい

ます。
当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや農業に関連する企業・団体および、県内の地場企業や団体、地方公共団

体などに貸付を行っています。
また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券による運用を行って

います。
イ　金融商品の内容およびそのリスク
当会が保有する金融資産は、主として県内の取引先および個人に対する貸出金および有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不

履行によってもたらされる信用リスクにさらされています。
また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、純投資目的（その他目的）で保有しています。
これらは、それぞれ発行体の信用リスクおよび金利の変動リスク、市場価格の変動リスクにさらされています。
なお、デリバティブ取引には、金利スワップ取引があり、金利の変動リスクにさらされています。
借用金には、自己資本増強の一環として、会員である地元のＪＡから借り入れた永久劣後特約付借入金が含まれています。
劣後特約付借入金は、債務返済の履行が他の債務よりも後順位である旨の特約が付された無担保・無保証の借入金であり、自己

資本比率の算出において適格旧資本調達手段として経過措置により自己資本への計上が認められているものです。
ウ　金融商品にかかるリスク管理体制
　ア　信用リスクの管理

当会は、リスク管理方針および信用リスク管理規程に基づき、信用リスクの管理を行っています。
貸出金については、個別案件ごとの与信審査の実施、与信限度額、信用格付、保証や担保の設定、信用情報の管理、問題債権

への対応などを行っています。
これらの与信管理については、食農法人営業部および業務部のほかリスク統括部により行われています。
また、与信管理の状況については、リスク統括部が定期的にモニタリングを実施し、資金運用リスク管理委員会、統合リス

ク・財務統括委員会および理事会へ報告しています。
有価証券の発行体の信用リスクについては、リスク統括部において、格付や時価を把握することで管理を行い、資金運用リス

ク管理委員会へ報告しています。

令和元年度
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　イ　市場リスクの管理
　　ａ　金利リスクの管理

当会は、リスク管理方針および市場リスク管理規程に基づき、ＡＬＭにより金利リスクの管理を行っています。
また、資産・負債を総合的に管理し、運用方針などを策定するＡＬＭ委員会を設置し、金利リスクの把握・分析および対応

策の協議を行っています。
なお、財務企画部において、資産・負債の金利や期間を総合的に把握し、シミュレーション分析等を行い、ＡＬＭ委員会へ

報告しています。
　　ｂ　為替リスクの管理

当会は、リスク管理方針および市場リスク管理規程に基づき、為替レートや個別の案件ごとの時価等を把握することで、為
替リスクの管理を行っています。

　　ｃ　価格変動リスクの管理
当会は、リスク管理方針および市場リスク管理規程に基づき、価格変動リスクの管理を行っています。
有価証券等の運用については、余裕金運用規程に従い、理事会で承認された運用方針に基づき行っています。
また、利用限度枠等を設定し、運用状況の継続的なモニタリングを通じ、価格変動リスクの軽減を図っています。
なお、価格変動リスクの状況については、有価証券等の運用商品の時価等により把握し、利用限度枠等の運用状況ととも

に、リスク統括部から資金運用リスク管理委員会、統合リスク・財務統括委員会および理事会へ報告しています。
　　ｄ　デリバティブ取引

デリバティブ取引に関しては、取引の執行と事務管理に関する部門をそれぞれ分離し、内部けん制を確立した中で行ってお
ります。

　　ｅ　市場リスクにかかる定量的情報
当会で保有している金融商品は、すべてトレーディング目的以外の金融商品です。
当会において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「貸出金」、「有価証券」の

その他有価証券に分類される債券、「貯金」、「借用金」です。
当会では、これらの金融資産および金融負債について、期末後1年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動

額を、金利の変動リスクの管理に当たっての定量的分析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当年度末現在、指標となる金利が0.30％上昇したものと想定した場

合には、経済価値が52,276百万円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　ウ　流動性リスクの管理
当会は、リスク管理方針および流動性リスク管理規程に基づき、適時に資金管理を行うほか、市場環境を考慮した長短の調達

バランス調整などによって、流動性リスクを管理しています。
エ　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む。）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額（これに準ずる価額を含む。）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前
提条件等によった場合、当該価額が異なる場合もあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
ア　金融商品の貸借対照表計上額および時価等
当年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりです。
なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含めず下記ウに記載しています。

注　1　貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しています。 
　　2　貸出金には、貸借対照表上のその他資産に計上している従業員貸付金116百万円を含めています。
　　3　貯金には、貸借対照表上の譲渡性貯金2,300百万円を含めています。
　　4‌‌�　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

（ ）で表示しています。

� （単位：百万円）

項　　　目 貸借対照表計上額 時　価 差　額
預け金
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託
　その他目的の金銭の信託
有価証券
　その他有価証券
貸出金
　貸倒引当金
　貸倒引当金控除後

4,495,391
208,617
4,990

203,627
3,139,312
3,139,312
538,340

△　　2,467
535,872

4,495,585
208,617
4,990

203,627
3,139,312
3,139,312

540,923

194
－
－
－
－
－

5,050
資　産　計 8,379,194 8,384,439 5,244

貯金
借用金

7,965,214
167,800

7,966,539
167,800

1,324
－

負　債　計 8,133,014 8,134,339 1,324
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないもの （0） （0） －

デリバティブ取引計 （0） （0） －

令和元年度



資
料
編
（
経
営
状
況
に
関
す
る
事
項
）

6767

イ　金融商品の時価の算定方法
　ア　資産
　　ａ　預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。
満期のある預け金については、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップ

レートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
　　ｂ　金銭の信託

信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下記ｃおよびｄと同様の方法により評価しています。
　　ｃ　有価証券

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっています。また、投資信託につ
いては、公表されている基準価格によっています。

　　ｄ　貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな

い限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定
しています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円

Libor・スワップレートで割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等については、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額とし

ています。
　イ　負債
　　ａ　貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金の時価
は、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を
時価に代わる金額として算定しています。

　　ｂ　借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当会の信用状態は、実行後大きく異なっていな

いことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。
一方、固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・

スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
　ウ　デリバティブ取引

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）であり、割引現在価値により算出した価額によっています。
ウ‌‌�　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは上記アの金融商品の時価情報には含まれ
ていません。

貸借対照表計上額
外部出資 312,983百万円
注�　外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開
示の対象としていません。

エ　金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
　　

　　注�　1　�貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く。）4,933百万円については「1年以内」に含めています。�  
また、期限のない劣後特約付貸出金83,824百万円については「5年超」に含めています。

　　　　2�　貸出金のうち、3カ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等200百万円は償還の予定が見込まれないため、含めて
いません。

オ　借用金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
　　

　　注�　1　貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。
　　　　2　借用金のうち、期限のない劣後特約付借入金44,000百万円については「5年超」に含めています。

（単位：百万円）

項　目 1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

預け金
有価証券
　�その他有価証券のうち満期
があるもの

貸出金

4,495,391
379,018
379,018

123,205

－
124,498
124,498

86,301

－
330,501
330,501

59,426

－
524,874
524,874

72,476

－
186,487
186,487

35,368

－
1,375,252
1,375,252

161,243
合　計 4,997,615 210,799 389,928 597,351 221,855 1,536,496

（単位：百万円）

項　目 1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

貯金 
譲渡性貯金
借用金

7,905,044
2,300
39,500

40,310
－

50,300

4,291
－

17,100

1,625
－

16,900

314
－
－

11,326
－

44,000
合　計 7,946,844 90,610 21,391 18,525 314 55,326
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　  　  財務諸表

6 　有価証券に関する事項
⑴　有価証券の時価および評価差額等に関する事項は、次のとおりです。
ア　売買目的有価証券
売買目的有価証券は、保有していません。

イ　その他有価証券
その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価およびこれらの差額については、次のとおりです。

注�　上記差額合計から繰延税金負債37,639百万円を差し引いた額97,802百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれてい
ます。

⑵　当年度中に売却したその他有価証券は、次のとおりです。
項　目 売却額 売却益 売却損

その他 5,130百万円 941百万円 54百万円

7 　金銭の信託に関する事項
金銭の信託の保有目的区分別の内訳は、次のとおりです。

⑴　運用目的の金銭の信託
貸借対照表計上額 4,990百万円
当年度の損益に含まれた評価差額 －百万円

⑵　その他の金銭の信託

項　目 貸借対照表
計　上　額 取得原価 差額 うち貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
うち貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

その他の
金銭の信託 203,627百万円 208,660百万円 △5,033百万円 3,005百万円 △　8,039百万円

注　1�　上記差額に繰延税金資産1,398百万円を加えた額3,634百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。
　　2�　「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」、「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差

額」の内訳です。
　　3�　金銭の信託（運用目的の金銭の信託を除く。）で時価のあるもののうち、当該金銭の信託を構成する一部の有価証券の時価

が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時
価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しています。
当年度における減損処理額は、56百万円です。
なお、減損処理に当たっては、当年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％以上50％未満下落した場合は、回復の可能性を考慮して減損処理を行っています。

（単位：百万円）

項　目 種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
　その他
その他

14,261
2,156,880
1,840,396
172,349
120,999
23,134
615,288

2,937
2,083,357
1,777,937
165,245
117,174
23,000
546,090

11,324
73,523
62,459
7,104
3,825
134

69,198
小計 2,786,431 2,632,384 154,046

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
　その他
その他

－
13,452

－
796
2,196
10,459
339,428

－
13,500

－
800
2,200
10,500
357,986

� －
△� 47
� －
△� 3
△� 3
△� 40
△� 18,557

小計 352,881 371,486 △� 18,604
合　計 3,139,312 3,003,871 135,441
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8 　退職給付に関する事項
⑴　退職給付
ア　採用している退職給付制度の概要
当会では、確定給付型の制度として退職一時金制度（非積立型制度）を設けており、退職給付として給与と勤務期間に基づいた

一時金を支給しています。
当会が有する退職一時金制度は、原則法により退職給付引当金および退職給付費用を計算しています。

イ　確定給付制度
　ア　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　　　期首における退職給付債務	 2,703百万円　
　　　勤務費用	 189百万円　
　　　利息費用	 4百万円　
　　　数理計算上の差異の当期発生額	 87百万円　
　　　退職給付の支払額	 242百万円　
　　　期末における退職給付債務	 2,567百万円　	
　イ　退職給付に関連する損益
　　　勤務費用	 189百万円　
　　　利息費用	 4百万円　
　　　数理計算上の差異の当期の費用処理額	 87百万円　
　　　確定給付制度にかかる退職給付費用	 106百万円　
　ウ　数理計算上の基礎計算に関する事項
　　期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しています）
　　　割引率　　0.30％

⑵　「厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律」附
則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため、当年度に拠出した
特例業務負担金は31百万円であり、特例業務負担金引当金から取り崩しています。
また、令和2年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は、386百万円となっています。

9 　税効果会計に関する事項
⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等
（繰延税金資産の内訳）
　　相互援助積立金超過額	 3,508百万円　
　　退職給付引当金超過額	 713百万円　
　　貸倒引当金超過額	 294百万円　
　　特例業務負担金引当金繰入否認額	 107百万円　
　　未払事業税・事業所税	 81百万円　
　　減価償却損金算入限度超過額	 53百万円　
　　賞与引当金超過額	 44百万円　
　　その他	 133百万円　
　　　　　　　　　　　　　小計	 4,937百万円　
　　　評価性引当額	 3,733百万円　
　　　　　　　繰延税金資産計　　　　　　A	 1,203百万円　
（繰延税金負債の内訳）
　　その他有価証券評価差額金	 36,240百万円　
　　その他	 3百万円　
　　　　　　　繰延税金負債計　　　　　　B	 36,243百万円　
　　　　　繰延税金負債の純額　　　　A＋B	 35,039百万円　

⑵　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
　法定実効税率	 27.79％　
　（調整）
　　事業分量配当金	 7.50％　
　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目	 7.33％　
　　評価性引当額の増減	 0.82％　
　　交際費等永久に損金に算入されない項目	 0.05％　
　　その他	 0.09％　
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率	 12.28％　

△
△

△

△

△
△
△
△

△
△
△
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